（様式第４号の１）

農地法第４条の規定による許可申請書

令和○○年　△月　□日


長浜市農業委員会　会長　殿
申請者　氏名　　　　長　　浜　　○　　○　　　　　
下記によって農地を転用したいので農地法第４条の規定によって許可を申請します。

１　申請者の住所及び職業

	住　　　　　所

	長浜市○○町△△１２３４番地

	国 内 連 絡 先（申請者が国外居住者である場合）

	氏　　名
	住　　所
	電話番号

	
	
	


２　土地の所在・地番・地目・面積・利用状況・普通収穫高及び耕作者の氏名

	土地の所在・地番
	地目
	面積　　㎡
	利用状況
	10a当たり

普通収穫高
	耕作者の氏名
	市街化区域・市街
化調整区域・その
他の区域の別

	長　浜　市
	大字（町）
	字
	地番
	登記簿
	現　況
	
	
	
	
	

	
	○○町
	□□
	７８９
	田
	田
	３００
	
	田
	
	長浜○○
	市街化調整区域

	
	○○町
	□□
	５６７
	畑
	畑
	５０
	
	畑
	
	長浜○○
	市街化調整区域

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　　　計
	田
	３００
	㎡
	畑
	５０
	㎡
	計
	３５０
	㎡


３　転用の目的（用途）

	一般住宅


４　転用計画

	(1)転用事由の詳細
	転用事由の詳細説明書を添付してください

	(2)事業の操業期間又は施設の利用期間
	令和○○年　○月○日から　永年

	(3)転用の時期
	転用の工事着工年月日
	建築物がある場合その工事着工年月日
	工事完了年月日

	
	令和○○年○月○日
	令和△△年△月△日
	令和□□年□月□日

	 (4)転用の目的に係る

事業又は施設の概要
	建築物又は
工作物の名称
	建築物の総棟数
又は工作物の総数
	総棟数の建築床面積又は工作物の面積(A)
	所要面積（B）
	建ぺい率

(A)/(B)

	
	住宅
	１棟
	７５
	㎡
	㎡

３５０
	２１．４

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


５　資金調達についての計画

	資金所要額
	土地造成費　　　　　           　　   1,200千円          建物等建築費      　　  22,000千円
その他（　建築確認申請費用　）　　　　　　　　　　200千円

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　23,400千円

	自己資金
	3,400
	千円
	・
	借入金
	20,000
	千円
	・
	借入先
	○○銀行


６　転用することによって生ずる付近の土地・作物・家畜等への被害防除施設の概要

	　別紙、「周辺農地における営農への被害防除に関する説明書」のとおり


７　その他参考となるべき事項

	（関係法令の許認可等の手続状況等）
都市計画法に基づく開発申請手続き中

道路法24条協議中


（記載要領）
１　正本を１部提出してください。
２　所定の欄内に記載しきれないときは、別紙を用いてください。
３　氏名（法人にあってはその代表者の氏名）を自署する場合においては、押印を省略することができます。
４　法人である場合は、「氏名」欄にその名称及び代表者の氏名を、「住所」欄にその主たる事務所の所在地を、「職業」欄にその業務の内容をそれぞれ記載してください。
また、申請者が国外居住者である場合にあって、国内連絡先となる者があるときは、「国内連絡先」欄にその者の氏名及び国内の住所、電話番号を記載してください。

５　「利用状況」欄には、田にあっては二毛作、一毛作の別、畑にあっては普通畑、果樹園、桑園、茶園、牧草畑、その他の別を記載してください。
６　「１０ａ当たり普通収穫高」欄には、採草放牧地にあっては採草量又は家畜の頭数を記載してください。
７　「市街化区域・市街化調整区域・その他の区域の別」欄には、申請土地が都市計画法による市街化区域、市街化調整区域又はこれ以外の区域のいずれに含まれているかを記載してください。
８　申請に係る土地が市街化調整区域内にある場合においては、転用行為が都市計画法第29条の開発許可及び同法第43条の建築許可を要しないものであるときは、その旨並びに同法第29条及び第43条第１項の該当号を、転用行為が開発許可を要するものであるときはその旨及び同法第34条の該当号を、転用行為が建築許可を要するものであるときは、その旨及び建築物が同法第34条第１号から第10号まで又は都市計画法施行令第36条第１項第３号ロからホのいずれの建築物に該当するかを、転用行為が開発行為及び建築行為のいずれも伴わないものであるときは、その旨及びその理由を、「その他参考となるべき事項」欄に記載してください。
９　添付書類（正本１部）
	（１）法人関係書類（定款・法人登記簿謄本）　
（２）申請土地の登記簿謄本
（３）図面関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

ア　法務局備付の公図の写し
イ　位置図（S＝1:10,000および　S＝1:2,500　程度）
ウ　隣接関係図
エ　土地利用計画図（S＝1:100ないしS＝1:500　程度）
オ　施設の平面図、縦横断図、構造図等
	（４）同意書関係
ア　周辺農地における営農への被害防除に関する説明　　
　書
イ　土地改良区意見書　　ウ　その他
（５）資金関係
ア　工事見積書
　イ　資金証明書(残高証明等)
（６）他法令許可書の写しまたは申請書の写し
（７）その他必要と認められる書類


転用事由の詳細説明書

	申請当事者が
当該施設を
必要とする理由
	現在、市内のアパートを借りて、親子3人で暮らしておりますが、子どもの成長に伴い手狭となってきております。

今後、両親の老後のことや生まれ育った地元に貢献したいことから、実家での同居も考えましたが、実家が手狭で同居が困難なことから、実家に近い申請地に住宅を建築したい。

	用地の選定理由
	（他の土地（農地以外の土地を含む）で当該事業を行うことができない理由も記入すること）

　申請地周辺で適地を探しましたが、条件に合う場所が見つからなかったことから、実家から１００ｍほどと近く、今後両親の面倒を見る上でも便利の良い申請地を適地とした。


	施設の利用計画
	　住宅として、永続的に利用します。


	同様の施設を
他に所有して
いる場合、その

状　　　　　　況
	他に住宅を所有しておりません。
実家については、両親が引き続き利用します。



	その他参考と
なるべき事項
	


転用事由詳細説明書（転用目的が資材置場・駐車場等建築物がない場合）

１　今回新たに資材置場、駐車場等を必要とする具体的理由（申請者の職業（定款、事業経歴等）との関連性、既存施設の返却、事業量の増加等、具体的に記述）
私は、建設業を営んでおり、主に市内を中心に受注しております。
今般、市内北部で建設工事の受注があり、今後はこれを機会に市内北部に受注を増やしていく予定でありますが、現在の資材置場は、市内に保有しており、また既に建築資材や土木機械などで余分なスペースがなく、今後北部での受注により建築資材が増加することが見込まれるが、保管するスペースがないことから、申請地を北部の拠点として、資材置場に転用したい。
２　他の土地（農地以外の土地を含む）で当該事業を行うことができない理由

　申請地付近で適地がないか検討したが、条件に合うところが見つからなかった。

申請地は、北部での営業所の隣接地であり、また市道にも面していることから、建設機械の出入りにも便利であることから、申請地を適地とした。
３　今回申請する土地の利用計画

	保管資材等の種別
	保管予定量
	必要面積
	備考

	砕石
建設資材
　2次製品(ブロック等)
建設機械

	　　　　２０㎥

　　　約５０個

　　　　　４台
	　　　　３５０㎡
	

	（附帯施設）


	
	
	

	合計
	
	　　　　３５０㎡
	


＊駐車場の場合は、商業施設については来客見込数等から算出した台数の根拠を、事業所等については従業員用、来客用、事業用の目的別に区分し、それぞれの台数の根拠を記載すること

４　現在県内に保有または使用している資材置場、駐車場等の利用状況（今回申請分を除く）

	所在地
	敷地面積
	権利の種類
	保管資材等の品目・数量
	利用率
	今後の利用見込み

	○○町□□
○○町△△


	㎡

４００
２００
	所有

賃貸借
	建設資材

建設資材

建設重機
	%

１００
９０
	建設重機購入予定


＊利用率には、敷地面積のうち、実際に利用している割合を記入

５　過去3年間に資材置場等で転用許可を受けた土地の現状及び利用状況（県内のみ）

	所在地
	許可日
	許可番号
	転用目的
	現在の利用状況

	○○町△△

	○年○月○年
	第○○○号
	資材置場
	資材置場


＊転用目的と異なる利用をしている場合にはその理由を記入

備考

１　申請者の事業所・住宅等と現有施設および今回申請地の位置関係を示す図面を添付すること

２　土地利用計画図にも、資材等の種別ごとに記載すること

３　転用目的が進入路の場合には、１，４，５については省略可とする

周辺農地における営農への被害防除に関する説明書（記載例）資材置場の場合
	項目
	転用事業計画における措置状況
（対策の必要性の有無とその理由、施設の設置計画等の対応状況を具体的に記述）

	周辺の状況
	東は畑、西は宅地、南は河川、北は道路

	土砂の流出または崩壊のおそれはないか
	擁壁を設置し、土砂流出を防止する。

	ガス、粉塵または鉱煙の発生、湧水、捨石等により周辺農地の営農条件に支障を生じるおそれはないか
	ない

	農業用の用排水施設の有する機能に支障を及ぼすおそれはないか
	ない

	周辺農地における日照、通風等に支障を及ぼすおそれはないか
	ない

	汚れた排水が流れて下流に影響を及ぼさないか（工事中も含む。）
	素掘りの水路及び沈砂槽を設置し、汚れた水が河川に流れ込まないようにする。

	農道、ため池その他の農地保全または利用上必要な施設の有する機能に支障を及ぼすおそれはないか
	ない

	周辺農地の所有者・耕作者等との事業計画や被害防除に関する説明状況
	説明日　　２０２３年２月１０日
相手方（氏名・住所・所有者耕作者の別）
長浜太郎　長浜市八幡東町６３２　所有者
相手方からの意見等
□有（　　　　　　　　　　　　　　　　）■無
意見等に対する被害防除策
－
説明が困難な場合には、その理由（適宜、別紙添付）
－

	
	説明日　　　　　年　　月　　日
相手方（氏名・住所・所有者耕作者の別）
長浜花子　長浜市高田町１２番３４号　所有者
相手方からの意見等
□有（　　　　　　　　　　　　　　　　）□無
意見等に対する被害防除策
説明が困難な場合には、その理由（適宜、別紙添付）
登記事項証明書記載の住所に居住されておらず、連絡が取れないため。これまでの経過は別紙のとおり。

	地元自治会長との事業計画や被害防除に関する説明状況
	説明日　２０２３年２月１０日
自治会長（自治会名・氏名）
八幡東町自治会　八幡太郎
自治会長からの意見等
■有（仮に汚れた水が排出される事態になればどうするのか。）□無
意見等に対する被害防除策
現地を確認させていただき、必要な汚水排出対策を実施する。


長浜市農業委員会�
�
受付�
�
令和　　　年　　　月　　　日�
�
整　理


番　号�
�
�






許可書の交付連絡、また内容についてお問い合わせさせていただくことがありますので申請者の連絡先を（ＴＥＬ）鉛筆またはシャーペンでご記入下さい。





現況が農地以外の場合は、空白にしてください。


事前に相談ください。











別途見積書、資金証明書が必要となります。








住宅等の建築物がある場合に記載。








資材置場等建築物がない場合に記載。











